
○評価できること ○留意すべきこと

第２章 安全安心なまちづくり

第３章 災害に強い「道路」・「港湾」・「空港」等

第４章 早期復旧と復興の加速化に向けた取組

第５章 震災教訓の伝承 3.11伝承・減災プロジェクト

節
構
成

1) 新しい津波防災の考え方
2) 地形特性や被災教訓を踏ま

えた「新しいまちづくり」
3) 復興住宅の整備

記
載
概
要

・防潮堤の「粘り強い構造」
・復興まちづくり
・応急仮設住宅の供給
・災害公営・復興住宅の整備

節
構
成

1) 東日本大震災の概要
2) 予算と人員の推移
3)「災害に強いまちづくり

宮城モデル」の構築

記
載
概
要

・東日本大震災の概況と被災状
・公共土木施設の被災状況
・災害に強いまちづくり宮城モ
デルの役割と位置づけ

◆概要

○ 平成２３年１０月に策定した「宮城県震災復興計画」の復興のポイントの第１に「災害に強

いまちづくり宮城モデルの構築」を掲げ，高台移転，職住分離，多重防御による大津波対策の

ほか，住まいの早期復旧や防災道路ネットワークの整備など，震災教訓を活かした災害に強い

まちづくりに取り組んできた。

○ 土木部においては，震災から５年目が経過した平成２９年３月に，「災害に強いまちづくり

宮城モデルの構築」の具体的な取組内容や考え方，プロセス等について冊子としてまとめた。

○ 震災から１０年を経て，前回まとめた内容に加え，これまで実施した具体の取組や生じた課

題，事業効果等を「総括版」としてまとめ，後世に伝えるとともに，広く情報発信をしていく。

第１章 「災害に強いまちづくり宮城モデル」の構築 第７章 復旧・復興事業による整備効果事例集

第２章のPoint
「災害公営住宅整備の記録(R2.6
公表)」，「河川海岸復旧・復興環
境配慮記録誌(R3.3公表)」,「復興
まちづくりの検証・伝承(R4.3公
表)」等と整合を図り，主な内容を
抜粋し，本誌に取り入れている。

第３章のPoint
各分野での整備事例を追加したほ
か，「空港」分野については，24
時間化の取組についても掲載して
いる。また，「公園・緑地事業」
や「広域防災拠点」の整備等につ
いても新たに追加している。

第７章のPoint
復旧・復興事業による整備効果を写真とともに掲載す
るなどわかりやすく表現した。

▼総括版

第４章のPoint
早期復旧と復興加速化に向けての
用意取得や施工確保対策を進めて
いく上で生じた課題についてまと
めている。

時点更新
完成写真
課題

整備効果等

第５章のPoint
津波浸水表示板や伝承板の設置状
況，新たな取組として行っている
デジタルアーカイブを紹介してい
る。

第１章のPoint
東日本大震災が本県にもたらした被
害概要や「災害に強いまちづくり宮
城モデル」の概念についてとりまと
めている。また，それぞれの取組に
おける教訓やそれを基にした取組方
針について記載している。

▼H28年度公表版

第６章 復旧・復興事業による課題

第６章のPoint
第２章から第５章までにまとめた各取組における
ポイント，評価できること，留意すべきことにつ
いてまとめた。（以下に第６章におけるそれぞれ
の章に対しての記載内容の一例を示す）

節
構
成

1) ラダー型防災道路ネット
ワークの整備

2) 物流・交流基盤の強化
3) その他の取組

記
載
概
要

・防災道路ネットワークの構築
・災害に強い「港湾」
・空港の復旧と交流人口拡大
・公園・緑地，広域防災拠点

節
構
成

1) 早期の用地取得対策
2) 受注環境改善と施工確保対策
3) 災害復旧事業における取組
4) その他の取組

記
載
概
要

・早期用地取得のための取組
・円滑な施工確保に向けた取組
・建設資材の安定確保
・災害復旧事業における取組

節
構
成

1) ３.１１ 伝承・減災
プロジェクト

記
載
概
要

・津波浸水表示板・伝承板
・津波防災シンポジウム
・デジタルアーカイブ

総 括 版 の 概 要

記 録 誌 の 内 容 構 成

・環境アドバイザー制度
を活用し，現場に応じ，
環境に配慮した復旧工事
を推進

・県，市町，UR都市機構
及び民間事業者等が連携
による円滑な災害公営住
宅整備を推進

・環境配慮については，
工事完了後も定期的・継
続的なモニタリング調査
の実施が重要

・災害公営住宅整備につ
いては，地域の実情に応
じた整備手法を活用でき
るよう事前の計画策定と
組織横断連携が重要

・復興まちづくり計画
と連携した道路計画の
立案

・港湾施設背後地津波
漂流物対策施設の整備
推進

・被災市町などとの横
断的な調整をより一層
緊密に行うこと

・施設の役割を立地企
業や利用者のみならず，
周辺住民等への周知

・多数権利者が存する
土地の処理等に関して
外部委託の積極的な活
用

・委託業務の効率的な
活用が図られるように
発注箇所の選定や交渉
技術の向上等

・震災以前から進めてい
た津波防災意識の啓発に
ついて，震災後も早い段
階から震災記憶の風化防
止に努めている

・防災文化を次世代へ
伝承するため，教育機
関とともに積極的に取
り組んでいくことが必
要

▲事例集の一例（全20事例を掲載）

▲公共土木施設災害復旧事業費推移

▲みやぎ県北高速幹線道路(Ⅳ期工区)

▲災害復旧事業用地取得の推移

▲津波浸水表示板の設置状況

▲災害公営住宅整備事例

▲河川環境配慮重要種の確認事例

◆総括版の構成

第１章 「災害に強いまちづくり宮城モデル」の構築

第２章 安全安心な「まちづくり」

第３章 災害に強い「道路」・「港湾」・「空港」等

第４章 早期復旧と復興の加速化に向けた取組

第５章 震災教訓の伝承 3.11伝承・減災プロジェクト

第６章 復旧・復興事業による課題（新規）

第７章 復旧・復興事業による整備効果事例集（新規）


